
当
初
予
算

市
債
、
地
方
譲
与
税
な
ど

「
歳
　
出
」
編

その2■
民
生
費
■

子
ど
も
や
高
齢
者
な
ど
を
対
象
と

し
た
福
祉
事
業
に
使
わ
れ
る
お
金

■
総
務
費
■

市
報
や
庁
舎
管
理
な
ど
、
市
の
全

般
的
な
事
務
に
使
わ
れ
る
お
金

■
教
育
費
■

公
民
館
や
小
中
学
校
、
文
化
活
動

な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
土
木
費
■

道
路
、
橋
、
公
園
な
ど
の
整
備
や

維
持
に
使
わ
れ
る
お
金

■
公
債
費
■

借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
に
使
わ

れ
る
お
金

■
衛
生
費
■

乳
幼
児
の
健
診
事
業
や
ご
み
の
処

理
な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
農
林
水
産
業
費
■

農
林
業
の
振
興
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金

■
商
工
費
■

商
工
業
の
発
展
、
観
光
振
興
な
ど

に
使
わ
れ
る
お
金

■
消
防
費
■

消
防
活
動
に
使
わ
れ
る
お
金

＊
令
和
２
年
度
に
実
施
さ
れ
る
主

な
事
業
の
予
算
額
は
、
４
〜
６

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

一般会計予算の概要と特徴

歳出　212億2,800万円

歳入　212億2,800万円

教育費について
　神町小学校入校に向けた移
転改築準備事業や米飯給食応
援・地産地消推進事業、大け
やき授業力向上プラン、東の
杜身障者用駐車場整備を新た
に実施しますが、神町小学校
改築工事費を令和元年度補正
予算として計上したことが影
響し、全体として減額を見込
んでいます。

民生費について
　昨年10月から始まった幼
児教育・保育の無償化関連事
業を当初予算から計上したほ
か、(仮称)東根こども園建設
に伴う関連経費などを計上し、
全体として増額を見込んでい
ます。

市税について
　令和元度決算見込などを踏
まえ、個人市民税、固定資産
税の増額を見込んでいます。
一方で法人市民税の減額を見
込み、全体では2.0％の減を
見込んでいます。

繰入金、寄附金について
　繰入金は、各種事業に対し
ふるさとづくり基金より繰り
入れを行いますが、神町小学
校改築事業に係る学校建設基
金からの繰入金が大きく減少
したことにより、減額を見込
んでいます。
　寄附金は、ふるさと納税に
係る寄附金の増額を見込んで
います。

地方交付税について
　国の地方財政対策での新た
な項目の追加や市税などの収
入の状況から、増額を見込ん
でいます。

国県支出金・市債について
　神町小学校改築事業に係る
国県支出金や市債を令和元年
度補正予算として計上したこ
とが影響し、全体として減額
を見込んでいます。

※その他は、農林水産業費・商工費・消防費など

し
て
い
ま
す
。

２

総務費について
　ともに築く地域未来創造事
業を拡充し、新たに安全・安
心地域づくり事業を創設する
ほか、定住促進事業やひがし
ね移住生活応援事業を計上し
ています。また姉妹都市提携
を見据えたインゲルハイム
アム ライン市との国際交流を
進める経費を計上し、全体と
して増額を見込んでいます。

土木費について
　（仮称）大森山公園クロスカ
ントリーコースの整備関連経
費を計上したほか、道路など
の整備改修に係る経費等を継
続して計上し、全体として増
額を見込んでいます。
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（＋２億3,395万円）

依存財源
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その他※
26億1,526万円

（12.3%）
（＋1億8,313万円）

その他※
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（12.3%）
（＋1億8,313万円）

市税
63億2,357万円
（全体の29.8%）

（前年度当初予算比
－1億2,982万円） 
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繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など
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国県支出金
36億9,370万円

（17.4%）
（－338万円）

民生費
69億1,692万円
（全体の32.6%）

（前年度当初予算比
＋1億8,429万円） 

教育費
22億4,112万円

（10.6%）
（－12億9,259万円）

総務費
37億5,688万円

（17.7％）
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土木費
21億983万円

（9.9%）
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令和２年度　施政方針・当初予算

一 般 会 計
前年度比（％）予　算　額会　計　名

△ 2.0212億2,800万円一般会計
特 別 会 計

前年度比（％）予　算　額会　計　名

2.698億6,830万円特別会計合計
3.049億300万円国民健康保険

15.4150万円東 根 財 産 区

0.843億9,600万円介 護 保 険

0.0180万円市 営 墓 地

14.1５億6,600万円後期高齢者医療

企 業 会 計
前年度比（％）予　算　額会　計　名

△1.811億4,767万9千円水 道 事 業
1.0２億2,293万1千円工業用水道事業
－14億6,925万8千円下 水 道 事 業

※特別会計とは、特定の歳入を特定の歳出に充てるもので、一般会計の歳出と
区分する必要がある事業などの場合に設置されています。

※企業会計は、収益的支出の予算額を掲載しています。
※令和２年度から、公共下水道事業は公営企業会計へ移行します。
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民生費について
　昨年10月から始まった幼
児教育・保育の無償化関連事
業を当初予算から計上したほ
か、(仮称)東根こども園建設
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その他※
26億1,526万円

（12.3%）
（＋1億8,313万円）

市税
63億2,357万円
（全体の29.8%）

（前年度当初予算比
－1億2,982万円） 

市税
63億2,357万円
（全体の29.8%）

（前年度当初予算比
－1億2,982万円） 

繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など

40億5,618万円
（19.1%）

（－3,066万円） 

繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など

40億5,618万円
（19.1%）

（－3,066万円） 

地方交付税
42億5,200万円

（20.0%）
（＋４億3,200万円）

地方交付税
42億5,200万円

（20.0%）
（＋４億3,200万円）

国県支出金
36億9,370万円

（17.4%）
（－338万円）

国県支出金
36億9,370万円

（17.4%）
（－338万円）

民生費
69億1,692万円
（全体の32.6%）

（前年度当初予算比
＋1億8,429万円） 

民生費
69億1,692万円
（全体の32.6%）

（前年度当初予算比
＋1億8,429万円） 

教育費
22億4,112万円

（10.6%）
（－12億9,259万円）

教育費
22億4,112万円

（10.6%）
（－12億9,259万円）

総務費
37億5,688万円

（17.7％）
（＋３億4,535万円）

総務費
37億5,688万円

（17.7％）
（＋３億4,535万円）

公債費
20億90万円

（9.4%）
（＋5,160万円）

公債費
20億90万円

（9.4%）
（＋5,160万円）

土木費
21億983万円

（9.9%）
（＋5,086万円）

土木費
21億983万円

（9.9%）
（＋5,086万円）

衛生費
15億8,708万円

（7.5%）
（＋5,138万円）

衛生費
15億8,708万円

（7.5%）
（＋5,138万円）

令和２年度　施政方針・当初予算


